
1 　沖縄振興開発金融公庫
　 　この公庫は、沖縄における産業の開発を促進
するため、長期資金を供給すること等により、
一般の金融機関が行う金融及び民間の投資を補
完し、又は奨励するとともに、沖縄の国民大
衆、住宅を必要とする者、農林漁業者、中小企
業者、病院その他の医療施設を開設する者、生
活衛生関係の営業者等に対する資金で、一般の
金融機関が供給することを困難とするものを供
給し、もって沖縄における経済の振興及び社会
の開発に資することを目的としている。
　 　 7年度においては、物価高等の影響により厳
しい状況にある中小企業等の資金繰り支援に万
全を期すとともに、創業・スタートアップ、中
堅・中小企業の経営基盤の強化・成長、事業承
継等を支援するほか、「沖縄振興特別措置法」

（平 14法 14）等に基づく沖縄の自立的発展に向
けた政策金融の取組を推進し、産業基盤整備、
リーディング産業支援、中小企業等の振興、新
たな産業の創出、子どもの貧困対策など沖縄振
興策と一体となった円滑な資金供給を実施する
ため、県内産業の育成、産業・社会基盤の整
備、中小企業や小規模事業者等の経営基盤強化
等を支援するための措置を講じることとし、貸
付契約額として 179,000百万円を予定している
ほか、沖縄におけるリーディング産業の育成支
援等のため、出資契約額として 3,700百万円を
予定している。
　　事業計画の内訳は、次のとおりである。

7年度（百万円） 6年度（百万円）

貸 付 179,000 205,000
　産業開発資金 70,000 76,000
　 中小企業等資
金 87,000 100,000

　 住 宅 資 金 5,000 5,000
　農林漁業資金 8,000 8,000

　 医療・生活衛
生資金 9,000 16,000

出 資 3,700 3,700
合 計 182,700 208,700

　 　この計画のうち、7年度中に 129,392百万円
が貸し付けられ、3,700百万円が出資される予
定であり、これに 5年度及び 6年度の計画のう
ち、7年度に資金交付が行われる予定となって
いる 41,544百万円を加えると、7年度の資金交
付額は 174,636百万円となる。この原資とし
て、一般会計からの出資金 100百万円、財政投
融資特別会計投資勘定からの出資金 5,000百万
円、財政融資資金からの借入金 156,500百万
円、沖縄振興開発金融公庫債券の発行による収
入 10,000百万円等を予定している。
　 　資金計画は、次のとおりである。

7年度（百万円） 6年度（百万円）

（資金調達）
一般会計出資金 100 100
財政投融資特別
会計投資勘定出
資金

5,000 7,000

財政融資資金借
入金 156,500 194,600

沖縄振興開発金
融公庫債券 10,000 10,000

沖縄振興開発金
融公庫住宅宅地
債券

1,360 801

回 収 金 等 1,676 13,810
計 174,636 226,310

（資金運用）
貸 付 170,836 222,610
出 資 3,800 3,700

計 174,636 226,310

　 　これらの業務の円滑な運営を図るため、別
途、一般会計から沖縄振興開発金融公庫補給金
955百万円を交付することとしている。
2 　株式会社日本政策金融公庫
　 　この公庫は、一般の金融機関が行う金融を補
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完することを旨としつつ、国民一般、中小企業
者及び農林水産業者の資金調達を支援するため
の金融の機能を担うとともに、内外の金融秩序
の混乱又は大規模な災害、テロリズム若しくは
感染症等による被害に対処するために必要な金
融を行うほか、当該必要な金融が銀行その他の
金融機関により迅速かつ円滑に行われることを
可能とし、もって国民生活の向上に寄与するこ
とを目的としている。
　 　また、「エネルギー環境適合製品の開発及び
製造を行う事業の促進に関する法律」（平 22法
38）に基づく業務として、エネルギー環境適合
製品の開発事業等のうち、我が国産業活動の発
達及び改善に特に資するものを事業者が実施す
るために必要な資金を銀行その他の金融機関が
貸し付ける場合において、当該金融機関に対
し、当該資金の貸付けに必要な資金の貸付けを
行うことができることとされている。
　 　「産業競争力強化法」（平 25法 98）に基づく業
務として、事業再編又は事業適応の取組を事業
者が実施するために必要な資金を銀行その他の
金融機関が貸し付ける場合において、当該金融
機関に対し、当該資金の貸付けに必要な資金の
貸付けを行うことができることとされていると
ともに、事業適応の取組のうち、カーボン
ニュートラル実現に向けた取組を事業者が実施
するために必要な資金を銀行その他の金融機関
が貸し付ける場合においては、当該金融機関に
対し、利子補給を行うことができることとされ
ている。
　 　「特定高度情報通信技術活用システムの開発
供給及び導入の促進に関する法律」（令 2法 37）
に基づく業務として、特定高度情報通信技術活
用システムの開発供給等を事業者が実施するた
めに必要な資金を銀行その他の金融機関が貸し
付ける場合において、当該金融機関に対し、当
該資金の貸付けに必要な資金の貸付けを行うこ
とができることとされている。
　 　「造船法」（昭 25法 129）に基づく業務として、
事業基盤強化の取組を造船事業者等が実施する
ために必要な資金を銀行その他の金融機関が貸
し付ける場合において、当該金融機関に対し、

当該資金の貸付けに必要な資金の貸付けを行う
ことができることとされている。

　 　「海上運送法」（昭 24法 187）に基づく業務と
して、環境への負荷の低減等に資する構造等を
有する船舶の導入を事業者が実施するために必
要な資金を銀行その他の金融機関が貸し付ける
場合において、当該金融機関に対し、当該資金
の貸付けに必要な資金の貸付けを行うことがで
きることとされている。

　 　「経済施策を一体的に講ずることによる安全
保障の確保の推進に関する法律」（令４法 43）に
基づく業務として、特定重要物資等の安定供給
確保のための取組を事業者が実施するために必
要な資金を銀行その他の金融機関が貸し付ける
場合において、当該金融機関に対し、当該資金
の貸付けに必要な資金の貸付けを行うことがで
きることとされている。

　（ 1 ）　国民一般向け業務
　　 　 7年度においては、物価高等の影響により
厳しい状況にある小規模事業者の資金繰り支
援に万全を期すとともに、創業・スタート
アップ、事業承継等を支援するほか、東日本
大震災や令和 6年能登半島地震等による被災
小規模事業者等の経営安定等を図るため、必
要とする資金需要に的確に対応することと
し、貸付規模として総額 2,462,000百万円（う
ち、小規模事業者経営改善資金貸付 300,000
百万円）を計上している。この原資として、
東日本大震災復興特別会計からの出資金 89
百万円、財政融資資金からの借入金 1,223,000
百万円、社債の発行による収入 170,000百万
円等を予定している。

　　 　資金計画は、次のとおりである。
7年度（百万円） 6年度（百万円）

（資金調達）
東日本大震災復
興特別会計出資
金 

89 116

財政融資資金借
入金 1,223,000 1,760,000

社 債 170,000 170,000
回 収 金 等 1,068,911 835,884

計 2,462,000 2,766,000
（資金運用）

（　　）90



貸 付 2,462,000 2,766,000
　 普 通 貸 付 2,176,000 2,470,000
　 生活衛生資金
貸付 115,000 115,000

　 恩給担保貸付 900 900
　 記名国債担保
貸付 100 100

　 教育資金貸付 170,000 180,000

　　 　上記の資金計画に関連して、別途、一般会
計から株式会社日本政策金融公庫補給金
19,932百万円を交付することとしている。

　（ 2 ）　農林水産業者向け業務
　　 　 7年度においては、民間金融機関との協調
や経営アドバイザー制度等のコンサルティン
グ業務等の取組を引き続き推進しつつ、農林
水産業の生産性の向上を目的とした設備投資
等への資金需要に的確に対応するとともに、
災害や物価高等の影響を受けた農林漁業者の
資金繰り支援に引き続き万全を期すことと
し、貸付規模として 691,000百万円を計上し
ており、対象事業別の貸付計画は、次のとお
りである。

7年度（百万円） 6年度（百万円）

経営構造改善 461,820 475,060
基 盤 整 備 45,300 45,260
一 般 施 設 122,380 118,780

経営維持安定 51,500
（94,900）

124,900
災 害 10,000 10,000

計 691,000
（744,000）

774,000

　　 　この計画のうち、617,793百万円が 7年度
中に貸し付けられる予定であり、これに 6年
度の計画のうち、7年度に資金交付が行われ
る予定となっている 45,207百万円を加える
と、7年度の資金交付額は 663,000百万円と
なる。この原資として、一般会計からの出資
金 64百万円、財政融資資金からの借入金
619,400 百万円、社債の発行による収入
20,000百万円等を予定している。また、証券
化支援業務において、一般の金融機関が行う
農業融資の信用リスクの引受 1,850百万円を
予定している。

　　 　資金計画は、次のとおりである。

7年度（百万円） 6年度（百万円）

（資金調達）
一般会計出資金 64 64

財政融資資金借
入金 619,400

（723,500）
753,500

社 債 20,000 20,000
寄 託 金 500 500
回 収 金 等 23,036 9,136

計 663,000
（753,200）

783,200
（資金運用）

貸 付 663,000
（753,200）

783,200

　　 　上記の資金計画に関連して、別途、一般会
計から株式会社日本政策金融公庫補給金
18,053百万円を交付することとしている。

　（ 3 ）　中小企業者向け業務
　　 　 7年度においては、物価高等の影響により
厳しい状況にある中小企業の資金繰り支援に
万全を期すとともに、中小企業の経営基盤の
強化・成長、事業承継等を支援するほか、東
日本大震災や令和 6年能登半島地震等による
被災中小企業者等の経営安定等を図るため、
必要とする資金需要に的確に対応することと
し、融資事業の貸付規模として 1,739,000百万
円を計上している。この原資として、東日本
大震災復興特別会計からの出資金 30百万円、
財政融資資金からの借入金 1,039,000百万円、
社債の発行による収入 71,400百万円及び回収
金等 628,570百万円を予定している。また、
証券化支援事業におけるクレジット・デフォ
ルト・スワップ契約（総額 75,000百万円を予
定）により必要となる資産担保証券の取得
30,200百万円の原資として、社債の発行によ
る収入 28,600百万円、有価証券回収金等 1,600
百万円を予定しているほか、債務の保証
60,500百万円を予定している。

　　 　資金計画は、次のとおりである。
7年度（百万円） 6年度（百万円）

（資金調達）
東日本大震災復
興特別会計出資
金

30 28

財政融資資金借
入金 1,039,000 1,230,000
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社 債 100,000 100,000
回 収 金 等 630,170 738,322

計 1,769,200 2,068,350
（資金運用）
貸 付 1,739,000 2,040,000
有 価 証 券 30,200 28,350

計 1,769,200 2,068,350

　　 　上記の資金計画に関連して、別途、一般
会計から株式会社日本政策金融公庫補給金 
15,193百万円を交付することとしている。

　（ 4 ）　信用保険等業務　
　　 　 7年度における中小企業信用保険事業は、

14,520,000百万円の保険引受、破綻金融機関
等関連特別保険等事業は 66,000百万円の保
険引受をそれぞれ予定しているほか、信用保
証協会に対する貸付けは 24,000百万円を予
定している。また、中小企業信用保険事業に
要する資金に充てるため、一般会計からの出
資金 46,100百万円を予定している。

　　 　資金計画は、次のとおりである。

7年度（百万円） 6年度（百万円）

（資金調達）
一般会計出資金 46,100 46,600
信用保証協会貸
付回収金 24,000 24,000

保 険 料 収 入 206,106 228,629
回 収 金 73,305 78,928
そ の 他 6,460,831 6,507,628

計 6,810,342 6,885,785
（資金運用）
信用保証協会貸
付金 24,000 24,000

保 険 費 872,962 840,181
そ の 他 5,913,379 6,021,604

計 6,810,342 6,885,785

　（ 5 ）　危機対応円滑化業務　
　　 　 7年度においては、内外の金融秩序の混乱
又は大規模な災害、テロリズム若しくは感染
症等による被害に対処するために必要な金融
が、銀行その他の金融機関により迅速かつ円
滑に行われるよう、必要とする資金需要に的
確に対応することとし、国が指定した金融機
関に対する融資事業の貸付規模として
199,000百万円を計上している。この原資と
して、財政融資資金からの借入金 99,000百万

円及び社債の発行による収入 100,000百万円
を予定している。また、利子補給事業におけ
る利子補給金の原資として、一般会計からの
補給金 1百万円を予定している。さらに、損
害担保事業に要する資本に充てるため、一般
会計から 10百万円を出資することとしてい
る。なお、別途、一般会計から株式会社日本
政策金融公庫補助金 219百万円を交付するこ
ととしている。

　　 　資金計画は、次のとおりである。

7年度（百万円） 6年度（百万円）

（資金調達）
財政融資資金借
入金 99,000 99,000

社 債 100,000 100,000
計 199,000 199,000

（資金運用）
貸 付 199,000 199,000

　（注）　 6年度の社債 100,000百万円、7年度の社債
100,000百万円については、政府保証を付すこ
とを予定している。

　（ 6 ）　特定事業等促進円滑化業務　
　　 　 7年度においては、エネルギー環境適合製
品の開発事業等のうち、我が国産業活動の発
達及び改善に特に資するものの実施、事業再
編又は事業適応の取組の実施、特定高度情報
通信技術活用システムの開発供給等の実施、
造船事業者等による事業基盤強化の実施、船
舶運航事業者等による環境への負荷の低減等
に資する構造等を有する船舶の導入の実施及
び特定重要物資等の安定供給確保のための取
組の実施を図るために必要な資金の貸付け
が、銀行その他の金融機関により円滑に行わ
れるよう、必要とする資金需要に的確に対応
することとし、貸付規模として 180,400百万
円を計上している。この原資として、財政融
資資金からの借入金 180,400百万円を予定し
ている。また、事業適応の取組の実施のうち
カーボンニュートラル実現に向けた取組にお
いては、利子補給事業を予定しており、その
利子補給の原資として、エネルギー対策特別
会計エネルギー需給勘定からの補助金 400
百万円を予定している。なお、別途、一般会

（　　）92



計から株式会社日本政策金融公庫補助金 105
百万円を交付することとしている。

　　 　資金計画は、次のとおりである。
7年度（百万円） 6年度（百万円）

（資金調達）
財政融資資金借
入金 180,400 195,000

（資金運用）
貸 付 180,400 195,000

3 　株式会社国際協力銀行　
　 　この銀行は、一般の金融機関が行う金融を補
完することを旨としつつ、我が国にとって重要
な資源の海外における開発及び取得を促進し、
我が国の産業の国際競争力の維持及び向上を図
り、並びに地球温暖化の防止等の地球環境の保
全を目的とする海外における事業を促進するた
めの金融の機能を担うとともに、国際金融秩序
の混乱の防止又はその被害への対処に必要な金
融を行い、もって我が国及び国際経済社会の健
全な発展に寄与することを目的としている。
　 　 7年度においては、経済安全保障環境の変化
やグローバルサウス諸国との関係強化のニーズ
拡大を踏まえ、重要物資等のサプライチェーン
強靱化、日本企業の国際競争力強化、諸外国に
おけるカーボンニュートラルに資する取組等を
支援することとし、総額 2,410,000百万円の事
業規模を計上している。これらの原資として、
財政投融資特別会計投資勘定からの出資金
100,000百万円、外国通貨長期借入金 40,000
百万円、財政融資資金からの借入金 720,000
百万円、社債の発行による収入 1,692,000百万
円及び借入金償還等△ 142,000百万円を予定し
ている。
　 　なお、グローバル投資強化ファシリティにお
いて資金需要の増加等に伴い外貨資金が必要な
場合にあっては、外国為替資金からの借入れを
行う場合がある。
　 　資金計画は、次のとおりである。

7年度（百万円） 6年度（百万円）

（資金調達）
財政投融資特別
会計投資勘定出
資金

100,000
（116,000）

126,000

外国通貨長期借
入金 40,000 40,000

財政融資資金借
入金 720,000

（400,000）
490,000

社 債 1,692,000 1,458,500
借入金償還等 △ 142,000 845,500

計 2,410,000
（2,860,000）

2,960,000
（資金運用）

一 般 業 務 2,300,000
（2,700,000）

2,800,000
　 輸 出 200,000 300,000

　 輸 入・ 投 資 1,700,000
（1,800,000）

1,825,000

　 事 業 開 発 等 300,000
（450,000）

525,000
　 出 資 100,000 150,000
 特 別 業 務 110,000 160,000
　 輸 出 57,000 33,000
　 輸 入・ 投 資 25,000 90,000
　 事 業 開 発 等 8,000 7,000
　 出 資 20,000 30,000

計 2,410,000
（2,860,000）

2,960,000
　（注） 　６年度の社債のうち 1,438,500百万円及び外

国通貨長期借入金 40,000百万円並びに７年度
の社債のうち 1,672,000百万円及び外国通貨長
期借入金 40,000百万円については、政府保証
を付すことを予定している。

4 　独立行政法人国際協力機構有償資金協力部門
　 　この機構は、開発途上にある海外の地域（以
下「開発途上地域」という。）に対する技術協力
の実施、有償及び無償の資金供与による協力の
実施並びに開発途上地域の住民を対象とする国
民等の協力活動の促進に必要な業務を行い、中
南米地域等への移住者の定着に必要な業務を行
い、並びに開発途上地域等における大規模な災
害に対する緊急援助の実施に必要な業務を行
い、もってこれらの地域の経済及び社会の開発
若しくは復興又は経済の安定に寄与することを
通じて、国際協力の促進並びに我が国及び国際
経済社会の健全な発展に資することを目的とし
ている。

　 　この機構において、政府関係機関予算となっ
ているのは、開発途上地域の政府等に対して有
償の資金供与による協力の実施等を行う有償資
金協力部門である。
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　 　 7年度においては、2,310,000百万円の出融
資を行うこととし、これらの原資として、一般
会計からの出資金 50,480百万円、財政融資資
金からの借入金 1,702,500百万円、国際協力機
構債券の発行による収入 260,000百万円及び貸
付回収金等 297,020百万円を予定している。

　　資金計画は、次のとおりである。
7年度（百万円） 6年度（百万円）

（資金調達）

一般会計出資金 50,480
（48,480）

81,330

財政融資資金借
入金 1,702,500

（1,477,000）
1,916,000

国際協力機構債
券 260,000 245,000

貸付回収金等 297,020
（509,520）

509,570

計 2,310,000
（2,280,000）

2,751,900
（資金運用）

直 接 借 款 2,110,000
（2,150,000）

2,621,900
海 外 投 融 資 200,000 130,000

計 2,310,000
（2,280,000）

2,751,900
（注）　国際協力機構債券のうち、政府保証を伴う

ものとして、7年度 180,000百万円を予定して
いる。

（　　）94


